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［目的］

職員の離職による経営的損失を軽減し、安定した

医療提供体制を維持することを目的としている。

特に、即戦力の喪失や採用・教育コストの増加、

職場の生産性低下といった離職の連鎖的影響を防ぐ

ため、職員が安心して働き続けられる環境づくりを

総務課主導で推進している。

［実施方法］

まず、過去10年間の退職者数・離職率・年齢構

成・勤続年数などを詳細に分析。看護職員の離職が

全体の約６割を占め、若年層・短期勤続者の離職傾

向が顕著であることが判明した。アンケート調査で

は、人員不足、身体的・精神的負荷、待遇への不満、

ハラスメントなどが離職理由として挙げられた。こ

れらを踏まえ、2025年１月より新たな休暇制度

（治療サポート休暇・出生サポート休暇・育児短時

間勤務の延長・看護休暇等の拡大）を導入し、職員

のライフステージに応じた支援を強化。また、院内

保育所のリフォームや外部病児保育の導入、外部相

談窓口の設置など、職場環境の改善にも取り組んだ。

［実施期間］

現状分析と制度設計は2024年まで実施し、

2025年１月より新制度の運用を開始。新休暇制

度も有効活用されている取得実績が確認できた。制

度の定着と効果検証を進めている。

［考察・結果］

離職は病院経営に多方面で影響を及ぼしている。

特に、採用活動の外部依存による人材紹介手数料は

2024年に約1,570万円に達し、経営負担が増加。

さらに、中堅層の離職は、スキル損失による即戦

力の欠如、教育コストの増加、チームの生産性低下、

職場風土の不安定化などが連鎖的に発生し、在職職

員の負担増によるさらなる離職リスクも懸念され

る。新制度導入後は、育児・治療支援の利用が進み、

職員の定着支援に一定の成果が見られる。今後は、

紹介会社に頼らない採用経路の開拓、適正な人員配

置、社内イベントの企画などを通じて、職員満足度

と組織力の向上を図り、持続可能な病院経営の基盤

を強化する必要があると考えている。
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◎よこもり・ゆうか
2009年に日下部記念病院（精神科）へ入職し、医療事務として保険請求業務を担
当。2017年からは財団事務局総務課に異動し、人事・労務管理や給与計算など
の業務に従事。

第14回「全国医療経営士実践研究大会」神奈川大会
医療経営士の原点から考える未来─強固な経営基盤を確立させる戦略的マネジメント
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